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第３章 事業所アンケート調査結果（男女共同参画） 

１ 回答事業所の属性 

問１ 貴事業所の主な業種についてお答えください。（○は１つ） 

回答事業所の主な業種は、「建設業」「卸売・小売業」（各15.7％）が最も高く、次いで「製

造業」「医療・福祉」(各13.7％)、「サービス業」（8.8％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ 貴事業所の事業形態についてお答えください。（○は１つ） 

事業形態は、「法人」が80.4％を占め、次いで「上記以外の法人（財団法人、社団法人、学

校法人、社会福祉法人、医療法人など）」（16.7％）、「個人自営業者」（2.0％）となっている。 

 

 

 

 
 

法⼈（株式会社、有限会社、合資会社など） 

上記以外の法⼈（財団法⼈、社団法⼈、学校法⼈、社会福祉法⼈、医療法⼈など） 

個⼈⾃営業者 

ＮＰＯ法⼈（特定⾮営利活動法⼈） 

その他 

無回答 

 

 

 

  

農林漁業

0.0%

建設業

15.7%

製造業

13.7% 電気・ガス・熱供給・

水道業

2.0%

情報通信業

2.0%

運輸業

2.9%

卸売・小売業

15.7%

金融・保険業

4.9%

不動産業

2.0%

飲食店・宿泊業

3.9%

医療・福祉

13.7%

教育・学習支援業

3.9%

サービス業

8.8%

その他

9.8%

無回答

1.0%

全体 n=102

80.4 16.7 2.0

0.0
1.0

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=102
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問３ 貴事業所の従業員・管理職の人数をお答えください。（人数を記入） 

事業所の人数は、「15人未満」（36.3％）が最も高く、次いで「20～29人」（16.7％）、「15

～19人」（14.7％）となっている。 

従業員規模別に業種をみると、回答事業所の約４割にあたる『15人未満』の事業所では「医

療・福祉」の割合が最も高くなっている。また、『20～29人』の事業所では「建設業」「卸売・

小売業」の割合が最も高くなっている。 

≪事業所の従業員規模≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

≪事業所の従業員規模別の主な業種≫ 

単位：％ 

業種 

 

 

 

 

 

従業員規模 

（ｎ） 

農
林
漁
業 

建
設
業 

製
造
業 

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業 

情
報
通
信
業 

運
輸
業 

卸
売
・
小
売
業 

金
融
・
保
険
業 

不
動
産
業 

飲
食
店
・
宿
泊
業 

医
療
・
福
祉 

教
育
・
学
習
支
援
業 

サ
ー
ビ
ス
業 

そ
の
他 

無
回
答 

15人未満 

（37） 
0.0  10.8 16.2 2.7 0.0 2.7 13.5 8.1 2.7 8.1 18.9 0.0 8.1 5.4 2.7 

15～19人 

（15） 
0.0  26.7  0.0  0.0  0.0  0.0  20.0  0.0  6.7  0.0  0.0  6.7  26.7  13.3  0.0  

20～29人 

（17） 
0.0  23.5  11.8  0.0  0.0  5.9  23.5  0.0  0.0  5.9  11.8  0.0  5.9  11.8  0.0  

30～49人 

（14） 
0.0  14.3  21.4  7.1  14.3  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  7.1  7.1  7.1  21.4  0.0  

50～99人 

（11） 
0.0  18.2  18.2  0.0  0.0  0.0  18.2  9.1  0.0  0.0  27.3  9.1  0.0  0.0  0.0  

100人以上 

（ 8） 
0.0  0.0  12.5  0.0  0.0  12.5  25.0  12.5  0.0  0.0  12.5  12.5  0.0  12.5  0.0  

※網掛けは数値が最も高い項目 

  

36.3

14.7
16.7

13.7
10.8

7.8

0%

10%

20%

30%

40%

50%

15人未満 15～19人 20～29人 30～49人 50～99人 100人以上

全体 n=102 
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すべての回答事業所の従業員の人数を合算し、その雇用形態の内訳をみると、「正規従業員」

は55.7％、「非正規従業員」は33.7％、「管理職」が10.6％となっている。 

性別にみると、男性従業員に比べて女性従業員で「正規従業員」の割合が低く、「非正規従

業員」の割合が高くなっている。 

また、全体に占める「管理職」の割合は、女性管理職は1.8％、男性管理職が8.8%となって

いる。 

≪従業員数と雇用形態≫ 

単位：事業所・人・％ 

 回
答
事
業
所
数 

従業員総数 女性 男性 

人
数 

事
業
所
あ
た
り 

平
均
人
数 

全
体
に
占
め
る
割
合 

人
数 

事
業
所
あ
た
り 

平
均
人
数 

男
女
比 

全
体
に
占
め
る
割
合 

人
数 

事
業
所
あ
た
り 

平
均
人
数 

男
女
比 

全
体
に
占
め
る
割
合 

管理職 102 551 5.4 10.6 92 0.9 16.7 1.8 459 4.5 83.3 8.8 

正規従業員 102 2,894 28.4 55.7 1,117 11.0 38.6 21.5 1,777 17.4 61.4 34.2 

非正規従業員 102 1,751 17.2 33.7 1,128 11.1 64.4 21.7 623 6.1 35.6 12.0 

全 体 102 5,196 50.9 100.0 2,337 22.9 45.0 45.0 2,859 28.0 55.0 55.0 

 

雇用形態別の男女構成をみると、正規従業員では女性が38.6％、男性が61.4％、非正規従

業員では女性が64.4％、男性が35.6％となっている。 

≪雇用形態別の男女構成≫ 

 【正規従業員】 【非正規従業員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

女性

38.6%

男性

61.4%

全体 n=2,894

女性

64.4%

男性

35.6%

全体 n=1,751

Ａ Ｂ Ｂ÷Ａ 
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56.9

67.6

46.7

58.8

57.1

45.5

37.5

31.4

13.5

33.3

35.3

42.9

45.5

62.5

9.8

13.5

20.0

5.9

0.0

9.1

0.0

2.0

5.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=102

15人未満

n=37

15～19人

n=15

20～29人

n=17

30～49人

n=14

50～99人

n=11

100人以上

n= 8

０％

（いない）

10％未満 10～

20％未満

20～

30％未満

30％以上

全従業員に占める女性管理職の割合をみると、「0％（いない）」が56.9%で最も高く、次い

で「10％未満」（31.4％）となっている。一方、男性管理職の割合は、「10％未満」（39.2％）

が最も高く、次いで「10～20％未満」（30.4％）となっている。 

女性管理職の割合が「0％（いない）」の事業所を従業員規模別にみると、「15人未満」が

67.6％で最も高く、次いで「20～29人」（58.8%）、「30～49人」（57.1％）となっている。 

≪全従業員に占める管理職の割合（性別）≫ 
 

０％（いない） 

10％未満 

10～20％未満 

20～30％未満 

30％以上 

 

≪女性管理職の割合（全体・従業員規模別）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

56.9

31.4

9.8

2.0

0.0

11.8

39.2

30.4

10.8

7.8

0% 25% 50% 75% 100%

女性管理職

男性管理職

従
業
員
規
模 

全体 n=102 
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10.8 

26.7 
17.6 

0.0 

9.1 

0.0 

18.9 

46.7 

11.8 
21.4 

36.4 37.5 35.1 

6.7 

41.2 

64.3 

36.4 

50.0 

24.3 

13.3 

5.9 0.0 

18.2 

12.5 
0.0 6.7 

0.0 

7.1 
0.0 

0.0 

10.8 

0.0 

23.5 

7.1 

0.0 0.0 
0%

25%

50%

75%

100%

15人未満

n=37

15～19人

n=15

20～29人

n=17

30～49人

n=14

50～99人

n=11

100人以上

n= 8

 

問４ 貴事業所の正規職員の平均年齢、平均勤続年数をお答えください。 

正規職員の平均年齢をみると、女性・男性ともに「40歳代」（37.3％・49.0％）が最も高く、

次いで女性は「30歳代」（25.5％）、「50歳代」（14.7％）、男性は「50歳代」（17.6％）、「30

歳代」（13.7％）となっている。 

≪正規職員の平均年齢（性別）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員規模別に女性正規職員の平均年齢をみると、「40歳代」とする事業所が多く、特に『30

～49人』『100人以上』の事業所では半数以上を占めている。また、『15～19人』の事業所は

「30歳代」（46.7％）や「30歳未満」（26.7%）の若い平均年齢の事業所が多くなっている。 

≪女性正規職員の平均年齢（従業員規模別）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 無回答 

  

11.8

25.5

37.3

14.7

2.0

8.86.9
13.7

49.0

17.6

6.9 5.9

0%

25%

50%

75%

100%

30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 無回答

女性 男性

全体 n=102 
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男性正規職員の平均年齢をみると、いずれの規模の事業所も「40歳代」が最も高くなって

いる。特に『50～99人』の事業所では81.8％、『100人以上』の事業所は75.0％と高くなって

いる。 

≪男性正規職員の平均年齢（従業員規模別）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 無回答 

 
 

正規職員の平均勤続年数は、女性では「５～９年」（33.3％）が最も高く、次いで「10～14

年」（20.6％）、「15～19年」（17.6％）となっている。一方、男性は「10～14年」（26.5％）

が最も高く、次いで「15～19年」（21.6％）、「５～９年」（19.6％）となっている。 

≪正規職員の平均勤続年数（性別）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

5.4 

26.7 

5.9 

0.0 0.0 0.0 

13.5 

13.3 

17.6 

14.3 
9.1 12.5 

45.9 
40.0 

35.3 

42.9 

81.8 
75.0 

18.9 20.0 17.6 21.4 

9.1 12.5 10.8 
0.0 

5.9 14.3 

0.0 0.0 5.4 
0.0 

17.6 

7.1 

0.0 0.0 
0%

25%

50%

75%

100%

15人未満

n=37

15～19人

n=15

20～29人

n=17

30～49人

n=14

50～99人

n=11

100人以上

n= 8

8.8

33.3

20.6
17.6

9.8 9.810.8

19.6

26.5

21.6

13.7
7.8

0%

25%

50%

75%

５年未満 ５～９年 10～14年 15～19年 20年以上 無回答

女性 男性

全体 n=102 
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5.4 

26.7 

11.8 

7.1 

0.0 0.0 

27.0 

40.0 

29.4 

21.4 

72.7 

25.0 24.3 

13.3 11.8 

28.6 

9.1 

37.5 

21.6 

0.0 

5.9 

35.7 

9.1 

37.5 

10.8 
20.0 

11.8 

0.0 

9.1 

0.0 

10.8 

0.0 

29.4 

7.1 

0.0 0.0 
0%

25%

50%

75%

15人未満

n=37

15～19人

n=15

20～29人

n=17

30～49人

n=14

50～99人

n=11

100人以上

n= 8

従業員規模別に女性正規職員の平均勤続年数をみると、『15人未満』『15～19人』『20～29

人』『50～99人』の事業所は「５～９年」、『30～49人』の事業所は「15～19年」が最も高く、

『100人以上』の事業所は「10～14年」「15～19年」が同割合となっている。 

男性正規職員の平均勤続年数をみると、『30～49人』の事業所は「５～９年」、『20～29人』

『50～99人』の事業所は「10～14年」、『15人未満』の事業所は「15～19年」が最も高く、

『15～19人』の事業所は「５年未満」「10～14年」、『100人以上』の事業所は「10～14年」

「15～19年」が同割合となっている。 

≪女性正規職員の平均勤続年数（従業員規模別）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
５年未満 ５～９年 10～14年 15～19年 20年以上 無回答 

 

≪男性正規職員の平均勤続年数（従業員規模別）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
５年未満 ５～９年 10～14年 15～19年 20年以上 無回答 

 

 

 

  

10.8 

26.7 

11.8 

7.1 

0.0 0.0 

21.6 

6.7 

11.8 

35.7 

27.3 

12.5 

18.9 

26.7 
29.4 28.6 

36.4 37.5 

29.7 

13.3 

5.9 

21.4 
18.2 

37.5 

13.5 

20.0 

17.6 

0.0 

18.2 

12.5 

5.4 6.7 

23.5 

7.1 

0.0 0.0 
0%

25%

50%

75%

15人未満

n=37

15～19人

n=15

20～29人

n=17

30～49人

n=14

50～99人

n=11

100人以上

n= 8
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問５ 貴事業所の昨年度（令和２年度）に採用した従業員の人数をお答えください。 

（人数を記入） 

正規従業員の新規採用人数は、女性・男性ともに「0人（いない）」（52.0％・54.9％）が最

も高く、次いで「１人」（18.6％・16.7％）、「２人」（11.8％・12.7％）となっている。 

また、非正規従業員の新規採用人数は、女性・男性ともに「0人（いない）」（55.9％・63.7％）

が最も高く、次いで女性は「１人」（10.8％）、男性は「２人」（6.9％）となっている。 

≪正規従業員の新規採用人数（性別）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪非正規従業員の新規採用人数（性別）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

52.0

18.6

11.8

2.9 1.0

7.8 5.9

54.9

16.7
12.7

2.0
4.9 5.9

2.9

0%

25%

50%

75%

０人

（いない）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

女性 男性

全体 n=102 

55.9

10.8 8.8 6.9
2.0 3.9

11.8

63.7

4.9 6.9 4.9 2.9 4.9

11.8

0%

25%

50%

75%

０人

（いない）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

女性 男性

全体 n=102 
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12.7

16.2

13.3

5.9

7.1

18.2 

12.5

9.8

8.1

6.7

5.9

14.3

9.1 

25.0

4.9

2.7

0.0

11.8

7.1

9.1 

0.0

58.8

54.1

66.7

70.6

57.1

54.5 

50.0

11.8

16.2

13.3

5.9

7.1

9.1 

12.5

2.0

2.7

0.0

0.0

7.1

0.0 

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=102

15人未満

n= 37

15～19人

n= 15

20～29人

n= 17

30～49人

n= 14

50～99人

n= 11

100人以上

n=  8

 

問６ 貴事業所の今後の採用についての方向性をお答えください。（○は１つ） 

今後の採用についての方向性は、「性別にこだわらずに採用したい」が58.8％で最も高く、

次いで「女性を積極的に採用したい」（12.7％）、「男性を積極的に採用したい」（9.8％）で、

「わからない」が11.8％となっている。 

また、従業員規模別に「女性を積極的に採用したい」割合をみると、『50～99人』（18.2％）

が最も高く、次いで『15人未満』（16.2％）、『15～19人』（13.3％）となっている。 

≪今後の採用の方向性（全体・従業員規模別）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

女性を積極的に 

採用したい 

男性を積極的に 

採用したい 

男女同数程度に 

採用したい 

性別にこだわらずに 

採用したい 

わからない 無回答 

 

 

 

  

従
業
員
規
模 



金沢市 

58 

２ ワーク・ライフ・バランスについて 

問７ 貴事業所では、従業員のワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について 

どの程度取り組んでいますか。（○は１つ） 

従業員のワーク・ライフ・バランスに関して、“取り組んでいる”（「積極的に取り組んでい

る」＋「取り組んでいる」）事業所は68.7％、一方、”取り組んでいない“（「あまり取り組んで

いない」+「取り組んでいない」）事業所は29.4％となっている。 

従業員規模別に“取り組んでいない”割合をみると、『30～49人』の事業所が50.0％、『20～

29人』の事業所が41.2％、『15人未満』の事業所が27.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪従業員規模別≫ 

単位：％ 

従業員規模 

（ｎ） 

取組状況 

15人未満 

（37） 

15～19人 

（15） 

20～29人 

（17） 

30～49人 

（14） 

50～99人 

（11） 

100人以上 

（ 8） 

積極的に 

取り組んでいる 
21.6 53.3  17.6  14.3  0.0  12.5  

取り組んでいる 51.4 20.0  41.2  28.6  81.8  75.0  

あまり 

取り組んでいない 
27.0 13.3  29.4  50.0  18.2  12.5  

まったく 

取り組んでいない 
0.0 6.7  11.8  0.0  0.0  0.0  

無回答 0.0 6.7  0.0  7.1  0.0  0.0  

 

 

  

積極的に取り

組んでいる

21.6%

取り組んでいる

47.1%

あまり

取り組んでいない

26.5%

まったく

取り組んでいない

2.9%

無回答

2.0%

全体 n=102
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問８ 貴事業所で、従業員のワーク・ライフ・バランスを確保するために、現在、実施して

いることと、今後、新たに取り組もうと考えていることについてお答えください。 

（Ａ～Ｈのそれぞれに○は１つ） 

従業員のワーク・ライフ・バランスを確保するために「実施している」ことは、『Ｆ 有給休

暇取得の促進』が87.3%で最も高く、次いで『Ｇ 育児休業取得の促進』（62.7％）、『Ｄ 時間

外労働削減のための対策』（56.9％）となっている。 

また、『Ｅ 転勤の免除制度や勤務地限定正社員制度』（69.6％）、『Ｂ 在宅勤務制度』（66.7％）、

『Ａ 短時間勤務制度』（46.1％）、『Ｃ 時差出勤制度』（44.1％）は、「実施する予定はない（該

当しない）」と回答した割合が「実施している」割合より高くなっている。 

 

 

Ａ 短時間勤務制度 

Ｂ 在宅勤務制度 

Ｃ 時差出勤制度 

Ｄ 時間外労働削減のための対策 

Ｅ 転勤の免除制度や勤務地限定 

正社員制度 

Ｆ 有給休暇取得の促進 

Ｇ 育児休業取得の促進 

Ｈ 介護休業取得の促進 

 

 

 

 

 

  

34.3

18.6

37.3

56.9

20.6

87.3

62.7

41.2

14.7

10.8

15.7

18.6

4.9

10.8

14.7

31.4

46.1

66.7

44.1

22.5

69.6

2.0

21.6

24.5

4.9

3.9

2.9

2.0

4.9

0.0

1.0

2.9

0% 25% 50% 75% 100%

実施している 今後、

実施を検討している

実施する予定はない

（該当しない）

無回答

全体 n=102 
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78.1

11.1

21.9

88.9

0% 25% 50% 75% 100%

育児休業を取得した 育児休業を取得しなかった

３ 育児や介護に関する制度について 

（１）育児休業・介護休業の取得状況 

問９ 貴事業所の昨年度（令和２年度）の１年間に、出産した従業員または配偶者が出産 

した従業員の人数とそのうち、育児休業を取得した人数をお答えください。 

（人数を記入） 

『出産した女性従業員』が「育児休業を取得した」割合は78.1％となっている。さらに、

『配偶者が出産した男性従業員』が「育児休業を取得した」割合は11.1％と低くなっている。 

  

出産した女性従業員 

n=64 

配偶者が出産した男性従業員 

n=90  

 

 

 

問10 貴事業所の昨年度（令和２年度）の１年間に、介護休業を取得した人数をお答え 

ください。（人数を記入） 

介護休業を取得した女性従業員・男性従業員が「0人（いない）」と回答した事業所は９割を

超えている。 

一方、取得した女性従業員・男性従業員はいずれも３％台と低い状況である。 

 【女性従業員】 【男性従業員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

０人（いない）

94.1%

１人取得

3.9%

２人取得

0.0%

無回答

2.0%

全体 n=102

０人（いない）

96.1%

１人取得

2.0%

２人取得

1.0%
無回答

1.0%

全体 n=102
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（２）育児休業からの職場復帰における支援 

問11 貴事業所では、育児休業から職場復帰する従業員に対し、復帰支援として取り組まれ

ていることはありますか。（○はいくつでも） 

育児休業からの復帰支援として取り組んでいることは、「９.特にない」（37.3％）が最も高

くなっているが、「２.育児休業者の復帰時の短時間勤務等の制度の整備」（36.3％）、「３.育児

休業からの復帰者を支え、協力し合える従業員の意識改革」（32.4％）、「７.従業員に対する育

児休業制度への理解の促進」（30.4％）は３割を超えている。 

 

１.育児休業中の事業状況などの社内情報 
の提供 

２.育児休業者の復帰時の短時間勤務等の 
制度の整備 

３.育児休業からの復帰者を支え、 

協力し合える従業員の意識改革 

４.育児休業者のキャリア形成・継続に 
向けた面談や支援 

５.職場復帰前に、復帰を支援するための 
面談や講習などの実施 

６.職場復帰後に、仕事の継続を支援する 

ための面談や講習などの実施 

７.従業員に対する育児休業制度への理解 
の促進 

８.その他 

９.特にない 

無回答 

  

23.5

36.3

32.4

14.7

11.8

7.8

30.4

2.0

37.3

3.9

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=102
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従業員規模別に取り組んでいる復帰支援をみると、『15～19人』の事業所は「１.育児休業

中の事業状況などの社内情報の提供」「３.育児休業からの復帰者を支え、協力し合える従業員

の意識改革」（各60.0％）、『50～99人』の事業所は「７．従業員に対する育児休業制度への理

解の促進」（63.6％）、『100人以上』の事業所は「２.育児休業者の復帰時の短時間勤務等の制

度の整備」（75.0％）が最も高くなっている。『15人未満』『20～29人』『30～49人』の事業

所は「９.特にない」（37.8％・58.8％・50.0％）が最も高いが、次いで「２.育児休業者の復

帰時の短時間勤務等の制度の整備」（32.4％・29.4％・35.7％）となっている。 

≪従業員規模別≫ 

単位：％ 

取り組んで

いる復帰 

支援 

 

 

 

 

 
 
 

従業員規模 

（ｎ） 

１ 

育
児
休
業
中
の
事
業
状
況
な
ど
の
社
内

情
報
の
提
供 

２ 

育
児
休
業
者
の
復
帰
時
の
短
時
間
勤
務

等
の
制
度
の
整
備 

３ 

育
児
休
業
か
ら
の
復
帰
者
を
支
え
、 

協
力
し
合
え
る
従
業
員
の
意
識
改
革 

 

４ 

育
児
休
業
者
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
・
継
続

に
向
け
た
面
談
や
支
援 

５ 
職
場
復
帰
前
に
、
復
帰
を
支
援
す
る 

た
め
の
面
談
や
講
習
な
ど
の
実
施 

６ 

職
場
復
帰
後
に
、
仕
事
の
継
続
を
支
援

す
る
た
め
の
面
談
や
講
習
な
ど
の
実
施 

７ 

従
業
員
に
対
す
る
育
児
休
業
制
度
へ
の

理
解
の
促
進 

８ 

そ
の
他 

９ 

特
に
な
い 

無
回
答 

15人未満 

（37） 
13.5 32.4 35.1 13.5 10.8 5.4 27.0 0.0 37.8 8.1 

15～19人 

（15） 
60.0  40.0  60.0  26.7  13.3  26.7  40.0  0.0  33.3  0.0  

20～29人 

（17） 
17.6  29.4  17.6  11.8  17.6  5.9  17.6  5.9  58.8  0.0  

30～49人 

（14） 
21.4  35.7  28.6  14.3  7.1  0.0  21.4  0.0  50.0  7.1  

50～99人 

（11） 
36.4  27.3  27.3  9.1  9.1  9.1  63.6  0.0  18.2  0.0  

100人以上 

（ 8） 
0.0 75.0 12.5 12.5 12.5 0.0 25.0 12.5 0.0 0.0 

※網掛けは数値が最も高い項目 
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（３）男性の育児休業、介護休業の取得推進が進まない理由 

問12 男性の育児休業、介護休業の取得を進めていくうえで、貴事業所で進まない理由が 

あればお答えください。（○はいくつでも） 

男性の育児休業、介護休業の取得推進が進まない理由は、「４.制度の対象となる従業員が少

ない」（40.2%）が最も高く、次いで「３.制度の利用者の業務を代替（カバー）できる体制に

ない」「８.特にない」（各28.4％）となっている。 

 

１.制度が十分に周知（理解）されていない 

２.制度が利用しやすい雰囲気になっていない 

３.制度の利用者の業務を代替（カバー）できる 

体制にない 

４.制度の対象となる従業員が少ない 

５.保育所や介護保険サービスを利用するなど、 
育児や介護に対処できている 

６.その他 

７.わからない 

８.特にない 

無回答 

  

6.9

13.7

28.4

40.2

5.9

2.0

7.8

28.4

3.9

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=102
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従業員規模別に進まない理由をみると、『15～19人』の事業所は「８.特にない」が最も高

く、『15人未満』の事業所は「４.制度の対象となる従業員が少ない」「８.特にない」が同割合

となっている。 

また、50人未満の事業所では「４.制度の対象となる従業員が少ない」、50人以上の事業所

では「３.制度の利用者の業務を代替（カバー）できる体制にない」が高くなっている。 

≪従業員規模別≫ 

単位：％ 

進まない 

理由 

 

 

 

 

 

事業所規模 

（ｎ） 

１ 

制
度
が
十
分
に
周
知
（
理
解
） 

さ
れ
て
い
な
い 

２ 

制
度
が
利
用
し
や
す
い
雰
囲
気

に
な
っ
て
い
な
い 

３ 

制
度
の
利
用
者
の
業
務
を
代
替

（
カ
バ
ー
）
で
き
る
体
制
に
な
い 

４ 

制
度
の
対
象
と
な
る
従
業
員
が

少
な
い 

５ 

保
育
所
や
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス

を
利
用
す
る
な
ど
、
育
児
や 

介
護
に
対
処
で
き
て
い
る 

６ 
そ
の
他 

７ 

わ
か
ら
な
い 

８ 

特
に
な
い 

無
回
答 

15人未満 

（37） 
2.7 5.4 18.9 35.1 2.7 0.0 10.8 35.1 5.4 

15～19人 

（15） 
13.3  13.3  20.0  33.3  6.7  0.0  6.7  40.0  6.7  

20～29人 

（17） 
0.0  17.6  41.2  52.9  5.9  0.0  5.9  29.4  5.9  

30～49人 

（14） 
14.3  14.3  21.4  78.6  7.1  7.1  7.1  7.1  0.0  

50～99人 

（11） 
0.0  18.2  45.5  18.2  9.1  9.1  0.0  27.3  0.0  

100人以上 

（ 8） 
25.0 37.5 50.0 12.5 12.5 0.0 12.5 12.5 0.0 

※網掛けは数値が最も高い項目 
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84.3 

78.4 

80.0 

100.0 

85.7 

72.7 

100.0 

12.7 

13.5 

20.0 

0.0 

14.3 

27.3 

0.0 

2.9 

8.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=102

15人未満

n= 37

15～19人

n= 15

20～29人

n= 17

30～49人

n= 14

50～99人

n= 11

100人以上

n=  8

キャリアブランクは関係なく、

本人の能力に応じた採用を行っている

キャリアブランクのある人の

採用は行っていない

無回答

（４）キャリアブランクのある人材の雇用について 

問13 結婚や妊娠・出産などによるキャリアブランクのある人材の雇用について、貴事業所

ではどのようにお考えですか。（○は１つ） 

キャリアブランクのある人材の雇用について、84.3％の事業所が「キャリアブランクは関

係なく、本人の能力に応じた採用を行っている」と回答している。 

従業員規模別にみても、「キャリアブランクは関係なく、本人の能力に応じた採用を行って

いる」がいずれも高い割合となっているが、「キャリアブランクのある人の採用は行っていな

い」事業所は、『50～99人』が27.3％、『15～19人』が20.0％、『30～49人』が14.3％、『15

人未満』が13.5％となっている。 

≪全体・従業員規模別≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

従
業
員
規
模 

問 13-１へ 
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問13で「１．キャリアブランクは関係なく、本人の能力に応じた採用を行っている」と回答し

た方にお聞きします。 

問13-１ キャリアブランクのある人材を雇用した際、貴事業所ではどのような支援に取り

組まれていますか。（○はいくつでも） 

キャリアブランクのある人材を雇用した際に取り組んでいる支援は、「２.就労前の面談や業

務に関する情報提供を行っている」が43.0％と最も高いものの、「５.特にない」とした事業所

も33.7％と高くなっている。 

 

１.ＯＪＴや研修等を行い、早く職場になじめる 
ように支援している 

２.就労前の面談や業務に関する情報提供を 

行っている 

３.短時間勤務制度や時差出勤、在宅勤務を 
導入し、働きやすい体制づくりをしている 

４.その他 

５.特にない 

無回答 

 

 

４ ハラスメント対策について 

問14 貴事業所では、セクシュアルハラスメントやパワーハラスメント、妊娠・出産・育児

休業・介護休業等に関するハラスメント等の防止の取り組みを行っていますか。 

（○は１つ） 

ハラスメント等の防止に関する「取り組みを実施している」と回答した事業所は49.0％、

「必要性を感じているが、取り組みは進んでいない」が25.5％、「取り組む必要性を感じてい

ない」が18.6％、「取り組みを実施する予定」が5.9％となっている。 

従業員規模別にみると、『50～99人』『100人以上』の事業所は、「取り組みを実施している」

（81.8％・87.5％）が８割を超え、『15人未満』『15～19人』『20～29人』の事業所も「取り

組みを実施している」（32.4％・53.3％・52.9％）が最も高くなっている。 

一方、『30～49人』の事業所は「必要性を感じているが、取り組みは進んでいない」（50.0％）

が最も高くなっている。 

  

30.2

43.0

29.1

2.3

33.7

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=86
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49.0

32.4

53.3

52.9

35.7

81.8

87.5

5.9

13.5

0.0

5.9

0.0

0.0

0.0

25.5

27.0

20.0

17.6

50.0

18.2

12.5

18.6

24.3

26.7

23.5

14.3

0.0

0.0

1.0

2.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=102

15人未満

n= 37

15～19人

n= 15

20～29人

n= 17

30～49人

n= 14

50～99人

n= 11

100人以上

n=  8

取り組みを

実施している

取り組みを

実施する予定

必要性を感じているが

取り組みは進んでいない

取り組む必要性を

感じていない

無回答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

問14で「１．取り組みを実施している」「２．取り組みを実施する予定」と回答した方にお聞き

します。 

問14-１ どのような取り組みを実施（実施を予定）していますか。（○はいくつでも） 

実施（実施を予定）している取り組みは、「１.就業規則等にハラスメント禁止の規定を定め

ている」が75.0％で最も高く、次いで「４.事業所に相談窓口を設けている」（51.8％）、「３.

社内報や掲示板等を活用し、意識啓発を行っている」（48.2％）となっている。 

 

１.就業規則等にハラスメント禁止の規定を定めている 

２.ハラスメント発生時の対応マニュアルを定めている 

３.社内報や掲示板等を活用し、意識啓発を行っている 

４.事業所に相談窓口を設けている 

５.ハラスメントに関する研修を実施している 

６.実態把握のための調査を実施している 

７.その他 

無回答 

  

事
業
所
規
模 

75.0

33.9

48.2

51.8

41.1

19.6

1.8

7.1

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=56
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５ 女性の活躍推進について 

（１）女性の継続就労・管理職登用への取組 

問15 貴事業所では女性の継続就労・管理職登用などのために、どのような取り組みをして

いますか。（Ａ～Ｍのそれぞれに○は１つ） 

女性の継続就労・管理職登用への取り組みは、【採用・職域拡大／人材育成】【人事評価】の

面では実施（実施を検討）が推進されている。一方、【管理職登用】【組織風土改革】面では、

『Ｈ 女性管理職への積極的登用』を除き、「実施する予定はない」が多く、推進されていない

状況である。 

 

Ａ ⼥性の積極的な採⽤・配置 

Ｂ ⼥性正規社員の中途採⽤ 

Ｃ ⾮正規社員から正規社員 

への転換・登⽤ 

Ｄ 育児や介護など⻑期休業中 

や終了後の復職⽀援 

Ｅ 能⼒・成果に応じた処遇 

Ｆ 性別に関わらない公平な評価 

のための評価基準の明確化 

Ｇ 評価結果のフィードバック 

Ｈ ⼥性管理職への積極的登⽤ 

Ｉ ⼥性管理職候補者を対象と 

した意識喚起のための研修 

Ｊ モデル（模範）となる 

⼥性管理職の提⽰・周知 

Ｋ ハラスメント防⽌のための 

研修実施 

Ｌ ⼥性活躍を推進するための 

担当部署の設置 

Ｍ 経営者・管理職を対象とした 

意識改革のための研修 

 

  

63.7

64.7

50.0

52.0

74.5

53.9

48.0

45.1

15.7

19.6

30.4

9.8

22.5

14.7

20.6

23.5

24.5

15.7

31.4

36.3

33.3

38.2

31.4

25.5

20.6

24.5

18.6

12.7

22.5

19.6

7.8

10.8

12.7

18.6

41.2

45.1

41.2

63.7

49.0

2.9

2.0

3.9

3.9

2.0

3.9

2.9

2.9

4.9

3.9

2.9

5.9

3.9

0% 25% 50% 75% 100%

実施している 今後、実施を

検討している

実施する

予定はない

無回答
全体 n=102 
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（２）女性活躍推進における課題 

問16 貴事業所において、女性を積極的に採用するにあたって想定される課題はありますか。

（○はいくつでも） 

女性の積極的採用で想定される課題は、「１.家庭生活へ配慮する必要がある」が49.0％で最

も高く、次いで「８.育児休業や介護休業中などの代替要員の確保」（39.2％）、「５.結婚・妊

娠・出産などを機に退職してしまう」（33.3％）となっている。 

 

１.家庭⽣活へ配慮する必要がある 

２.顧客や取引先の理解が得られにくい 

３.男性従業員の認識、理解が不⼗分である 

４.経営層の意識、理解が不⼗分である 

５.結婚・妊娠・出産などを機に退職してしまう 

６.⼥性⾃⾝の昇進や仕事に対する意識が低い 

７.所定時間外労働（残業）、深夜労働をさせにくい 

８.育児休業や介護休業中などの代替要員の確保 

９.更⾐室などの職場環境・設備などの整備に 
コストがかかる 

10.前例がなく、進め⽅がわからない 

11.その他 

12.特にない 

無回答 

 

 

 

  

49.0

2.0

4.9

2.0

33.3

26.5

18.6

39.2

3.9

1.0

0.0

20.6

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=102
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問17 貴事業所において、女性の管理職登用を促進するにあたって想定される課題はありま

すか。（○はいくつでも） 

女性の管理職登用促進で想定される課題は、「９.特にない」（40.2％）が最も高いが、「２.

女性自身が管理職になることを希望しない」が35.3％、「１.必要な経験・判断力を有する女性

がいない」が24.5％となっている。 

 

１.必要な経験・判断力を有する女性がいない 

２.女性自身が管理職になることを希望しない 

３.将来、管理職につく可能性のある女性はいるが、 

役職につくための在籍年数を満たしていない 

４.勤続年数が短く、管理職になる前に退職してしまう 

５.男性従業員が女性管理職を希望しない 

６.顧客が女性管理職を良く思わない 

７.女性従業員が少ない又はいない 

８.その他 

９.特にない 

無回答 

 

（３）男性の意識改革への考え方 

問18 男性の働き方の意識（長時間労働の削減など）が変わると、家事・育児などへの参画

が進み、女性の働き方が変わる可能性があるという考え方がありますが、貴事業所で

はどのように考えますか。（○はいくつでも） 

女性の働き方を変えるためには、「１.男性の意識を変える必要がある」と回答した割合は

47.1％で、「２.男性の意識を変える必要はない」より40ポイント以上高くなっている。 

 

１.男性の意識を変える必要がある 

２.男性の意識を変える必要はない 

３.その他 

４.わからない 

無回答 

  

24.5

35.3

3.9

5.9

2.0

0.0

16.7

1.0

40.2

3.9

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=102

47.1

5.9

9.8

39.2

1.0
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全体

n=102
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６ 男女共同参画全般について 

（１）事業所としての取組について 

問19 男女共同参画社会を推進するために、貴事業所として取り組むべきであると思うこと

はどのようなことですか。（○はいくつでも） 

男女共同参画社会を推進するために取り組むべきことは、「２.仕事と家庭を両立するための

制度を利用しやすい職場環境をつくる」が48.0％で最も高く、次いで「１.仕事と家庭を両立

するための制度を整備・充実する」（32.4％）、「５.子育てや介護等でいったん仕事を辞めた人

の再就職をすすめる」（27.5％）となっている。 

 

１.仕事と家庭を両立するための制度を整備・ 

充実する 

２.仕事と家庭を両立するための制度を 

利用しやすい職場環境をつくる 

３.在宅勤務や時差出勤など、柔軟な働き方を 

取り入れる 

４.事業所内における保育施設の設置など、 

子育て支援を充実する 

５.子育てや介護等でいったん仕事を辞めた人の 
再就職をすすめる 

６.研修や能力開発の機会を充実する 

７.管理職に女性を積極的に登用する 

８.賃金や昇進などにおける男女の格差をなくす 

９.その他 

10.わからない 

無回答 

 

  

32.4

48.0

24.5

9.8

27.5

19.6

16.7

21.6

1.0

9.8

1.0

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=102
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（２）金沢市に期待すること 

問20 職場における男女共同参画を推進するために、行政に希望する支援にはどのようなも

のがありますか。（○はいくつでも） 

職場における男女共同参画を推進するために行政に希望する支援は、「９.特にない」

（30.4％）が最も高いが、「７.男女共同参画に取り組む企業への助成を行う」が29.4％、「５.

女性の再就職支援を行う」が24.5％、「１.女性活躍の先進事例のメリット等の情報提供」が

20.6％となっている。 

 

１.女性活躍の先進事例のメリット等の情報提供 

２.男女共同参画に取り組む企業の表彰やＰＲを 
する 

３.ワーク・ライフ・バランスや女性活躍推進に 

関する専門家の派遣を行う 

４.学校等においてキャリア教育を行う 

５.女性の再就職支援を行う 

６.男女共同参画に取り組む企業の公共調達の 
優遇策を導入する 

７.男女共同参画に取り組む企業への助成を行う 

８.その他 

９.特にない 

無回答 

 

 

 

20.6

9.8

6.9

15.7

24.5

10.8

29.4

2.9

30.4

3.9

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=102


